
令和５年３月２３日（木）

市長定例記者会見

介護保険料や保育料等の納付に
コンビニ・スマホ決済が利用できるようになります



現在の公金納付方法

コンビニ納付・スマホ決済を利用いただけるのは市税・国民健康保険税のみ

スマホ決済

市税・国民健康保険税

現状

インターネットバンキング

金融機関ＡＴＭ

コンビニエンスストア

金融機関・市の窓口平日日中

いつでも
どこでも

その他の公金



コンビニ納付、スマホ決済等のニーズの高まり

市税では、コンビニ納付・スマホ決済等の利用者が大幅に増えています。

約10万件

平成30年度

インターネットバンキング
金融機関ＡＴＭ 約13万件

令和３年度

約1.3倍増

約32万件 約79万件

平成22年度 令和３年度

コンビニエンスストア
約2.5倍増

スマホ決済 約1.3万件

令和３年度
（8月から）

令和４年度
（1月末時点）

約11.5万件 約8.8倍増



コンビニ納付、スマホ決済等のニーズの高まり

令和３年度第２回
さいたま市インターネット市民意識調査

保険料などについても、キャッシュレス決済のニーズが高くなっています。

Ｑ．市税以外の、保険料等の納付書での支払いにキャッシュレス決済を導入した場合、
利用したいと思いますか。

55.5％17.7％

26.8％
利用したい

利用したいとは思わない

分からない



コンビニ納付・スマホ決済等の対象を拡大

市民税・県民税（普通徴収）

固定資産税・都市計画税

固定資産税（償却資産）

軽自動車税（種別割）

国民健康保険税

介護保険料

後期高齢者医療保険料

保育料

放課後児童クラブ指導料

墓地管理料

＋

これまで
令和５年４月以降送付分から

介護保険料・保育料など５科目がコンビニ納付、スマホ決済等に対応。さらに便利に。

スマホ決済
インターネット
バンキング

金融機関ＡＴＭ コンビニエンスストア

約95％がコンビニ納付・スマホ決済等に対応
納付書による納付件数の



対応する決済アプリ・コンビニエンスストア・金融機関

スマホ決済

コンビニエンスストアなど

多様な決済アプリ・コンビニエンスストア・金融機関に対応し、納付者のニーズに応えます。

インターネットバンキング・金融機関ＡＴＭ

７アプリ

14チェーン

青木信用金庫、●足利銀行、あすか信用組合、川口信用金庫、きらぼし銀行、●群馬銀行、埼玉縣信用金庫、 ●さいたま農業協同組合、 ●埼玉りそな銀行、城北信用金庫、常陽銀行、
巣鴨信用金庫、大光銀行、第四北越銀行、中央労働金庫、東京スター銀行（法人のみ）、 ●東和銀行、栃木銀行、 ●南彩農業協同組合、八十二銀行、飯能信用金庫、東日本銀行、
PayPay銀行、 ●みずほ銀行、●三井住友銀行、 ●三菱ＵＦＪ銀行、武蔵野銀行、 ●ゆうちょ銀行、楽天銀行、 ●りそな銀行

30金融機関 ●はＡＴＭに対応する金融機関


